
研修効果把握のための実態調査の方法(案) 資料３

【現状の課題】

• これまで実施している研修の効果の分析がされていない。
（これまでのアンケート、テスト結果の分析が不十分）

• 個人（受講者）が同定されていないため、個人ごとの能力の習得状況を把握できない。

• 受講者の所属組織に対する研修の効果について、その内容及び測定手法の検討が必要。

「防災スペシャリスト養成研修」の能力評価に向けた調査・検討
• これまでの受講者の属性、受講状況等の把握
• これまでのアンケート・テストの結果分析
• 研修受講後の実態調査（アンケート、ヒアリング）手法の検討等
• 受講者データ管理の検討

「防災スペシャリスト養成研修」における
能力評価の仕組みの検討

能力評価（個人／組織）の仕組みの検討

平成29年度第4回企画検討会資料

下線はＨ29年度実施済み

今年度の能力評価に係る検討について
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ADDIEモデル

分析（研修） 設計（コース） 開発（単元） 実施（運営）

・求める人材像
・求める能力
・コースの編成

・コースの単元割り（コー
ス構成表）
・教える内容（研修指導要
領（知識の体系））
・人的ネットワークの構築
・事前学習

・各単元の内容（研修手法、
標準テキスト、テスト）
・講師

・集合研修 （環境・施設、
時期・時間、運営内容・方
法）
・eラーニングの運営
（LMS、運営内容・方法）

４
段
階
評
価
モ
デ
ル

レベル1

反応
受講者の
満足度

アンケート 受講後

単元毎

受講者
講師

コーディネーター
講師

終了時
受講者

コーディネーター
受講者

コーディネーター

レベル２

学習
研修内容
の理解度

テスト 受講後

単元毎 受講者

終了時 受講者

レベル３

行動
仕事上の
行動変容

アンケート 一定期間経過後

レベル４

結果

組織の
目標に対
する効果
（業績）

ヒアリング 一定期間経過後

評価手法の選択(案)

「防災スペシャリスト養成研修」 の効果を把握するための評価手法 (レベル3,4)

目標
何を目指すか

コース
何を教えるか

単元
どう教えるか

運営
研修をどう運営するか
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評価する内容
（改善の対象）

レベル / 効果 / 評価ツール / 評価時期

修了者アンケート

ヒアリング



改 訂
（Revise）

（Design）

コースの単元構成、各単元で教える内容
（学習目標、項目、内容等）やコース受講者の
前提条件、教材・ツールの要件を定義する。

• コース構成（単元割り）
• 研修指導要領（知識の体系）
• 人的ネットワークの構築
• 事前学習

（Development）

要件定義に基づき、研修手法や
教材・ツールを開発する。
適切な講師を選定する。

• 研修手法
• 標準テキスト（教案）
• テストバッテリー
• 講師

（Implementation）

教材・ツール等を利用して
実際の研修を実施する。

• 集合研修
（有明の丘研修、地域別総合
防災研修、フォローアップ研修）

• eラーニング

（Analysis）

研修の要件や目的を洗い出し、
必要とされる能力（コンピテンス）を
明らかにし、研修のコースを編成する。

• 求める人材像

• 求める能力

• コースの編成
（Evaluation）

研修全体や教材などの問題点を
洗い出し、改善を行う。

• アンケート

• テスト

• ヒアリング

個人/組織の能力評価 （評価表）

目標
何を目指すか

コース
何を教えるか

単元
どう教えるか

運営
研修をどう運営するか

【参考】 「ADDIEモデル」 に基づく防災スペシャリスト養成研修の改善モデル(案)

レベル1

レベル1,2レベル1

レベル3,4

レベル3,4
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4

研修効果の評価と改善の考え方(案)

受講者
に

研修後

ｱﾝｹｰﾄ

ﾋｱﾘﾝｸﾞ

①修了者アンケート

（研修後）自分または周囲との関係にどう変化はあったか？

（平常時）通常業務の実施にあたって研修の内容はどう活用できたか？

（災害時）災害時業務の実施にあたって研修の内容はどう活用できたか？

（組織全体）組織全体にとって研修はどのような影響を与えたか？

•

コ
ー
ス
構
成
（単
元
割
り
）

•

研
修
指
導
要
領
（知
識
の
体
系
）

•

人
的
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築

•

事
前
学
習

•

求
め
る
人
材
像

•

求
め
る
能
力

•

コ
ー
ス
の
編
成

②ヒアリング

変化や活用を阻害した要因

変化や活用を促進した要因

アンケートの分析

効果の評価結果、ニーズ、提案

何が変化をもたらしたのか？
何をどのように活用できたのか？

なぜ変化につながらなかったのか？
なぜ活用できなかったのか？

改
善
、
活
用
イ
メ
ー
ジ
・
気
づ
き
の
共
有
な
ど



アンケート調査の設問(案)
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＜１＞ 研修後の変化について

① 研修を受けたことで、自分の中で何がどう変わったか？

② 研修を受けたことで、周囲との関係で何がどう変わったか？

＜２＞ 研修後の通常業務での活用状況について

① 通常業務で防災に関連する業務に就いたことがありますか？

⇒あった場合

(ア) 業務内容

(イ) 職位

(ウ) 期間

② 通常業務の実施にあたって研修はどう役立ちましたか？

＜３＞ 研修後の災害対応または応援の取組み

① 災害（例：大阪府北部を震源とする地震、平成30年7月豪雨）対応または応援に従事しましたか？

⇒あった場合

(ア) 災害名

(イ) 業務内容

(ウ) 期間

(エ) 業務の従事場所

②災害対応または応援で苦労されたことはどのようなことですか？

③研修はどのような点で役立ちましたか？

＜４＞ 組織全体への影響について

① 研修を受講したことは、組織全体にとってどのような影響を与えたとお考えですか？

＜５＞ その他

①今後の研修改善にあたってご提案があれば教えてください
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①修了者アンケート

対 象 者

平成26年度以降の有明の丘研修及び地域別
総合防災研修の修了者全員

1）有明の丘研修 のべ 約3,500人

2）地域別総合防災研修 のべ 約1,500人

手 法 アンケート調査（メール送付）

調査期間

平成30年９月３日（月）～10月５日（金）
の約１ヶ月

（平成30年７月豪雨の災害発生から1.5ヶ
月経過し、一定程度落ち着いた頃）

報告時期 第３回企画検討会以降で順次報告

研修効果把握のための実態調査方法(案)

②ヒアリング

アンケート結果を分析し、
追加のヒアリングを実施



＜都道府県＞ 過去４年間の修了者のべ人数（都道府県職員のみ）１位〜２３位
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30
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5

9
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8
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2
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合計 112

合計 62

合計 45

合計 44

合計 44

合計 43

合計 41

合計 40

合計 39

合計 35

合計 35

合計 32

合計 29

合計 29

合計 26

合計 25

合計 25

合計 25

合計 24

合計 24

合計 24

合計 22

合計 21

 

20 40 60 80 100 120

東京都

【 H28】 高知県

千葉県

【 H26,H27,H28,H28】 北海道

【 H28】 長崎県

【 H28】 岡山県

【 H26】 広島県

【 H27】 福島県

鳥取県

【 H29】 山梨県

【 H29】 大分県

【 H29】 静岡県

【 H29】 岩手県

埼玉県

【 H27】 新潟県

【 H26】 愛知県

【 H28】 三重県

【 H26】 大阪府

神奈川県

【 H27】 徳島県

【 H27】 熊本県

栃木県

【 H28】 和歌山県

有明の丘研修

地域別総合防災研修

（ 人）

都道府県職員 修了者数 合計 1,129人※【 】 内は、 地域別総合防災研修の開催年度

全国平均 24.0人
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【参考】



＜都道府県＞ 過去４年間の修了者のべ人数（都道府県職員のみ）２４位〜４７位

18

10

9

9

11

11

12

14

10

7

7

11

1

8

4

4

9

5

1

17.17 

1

9

10

8

6

5

4

2

6

7

5

9

2

5

5

3

6

3

3

2

1

6.85 

合計 19

合計 19

合計 19

合計 17

合計 17

合計 16

合計 16

合計 16

合計 16

合計 14

合計 12

合計 11

合計 10

合計 10

合計 9

合計 9

合計 9

合計 8

合計 6

合計 4

合計 3

合計 2

合計 1

合計 24.0 

長野県

【 H27】 岐阜県

【 H28】 宮崎県

【 H29】 愛媛県

【 H26】 福岡県

秋田県

【 H28】 富山県

奈良県

【 H29】 島根県

【 H26】 香川県

青森県

群馬県

【 H28】 山形県

佐賀県

【 H26】 宮城県

【 H29】 京都府

【 H27】 兵庫県

【 H26,H27】 沖縄県

【 H27】 山口県

【 H26】 石川県

【 H29】 福井県

鹿児島県

滋賀県

平均

   

20 40 60 80 100 120（ 人）
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＜都道府県＞ 受講者ごとの有明の丘研修受講コース一覧（都道府県職員のみ）トップ１〜１０
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：地域別も受講している者：OJT



52

44

43

41

39

37

35

33

29

28

27

25

23

22

22

22

22

21

20

20

20

20

20

8

1

28

25

17

22

17

13

10

11

20

23

16

22

13

6

8

11

19

12

10

7

14

16

9

1

1

7
合計 60

合計 36

合計 44
合計 25

合計 43
合計 17

合計 41
合計 22

合計 39
合計 17

合計 37
合計 13

合計 35
合計 10

合計 33
合計 11

合計 29
合計 20

合計 28
合計 23

合計 27
合計 16

合計 25
合計 22

合計 23
合計 13

合計 23
合計 7

合計 22
合計 8

合計 22
合計 11

合計 22
合計 19

合計 21
合計 12

合計 20
合計 10

合計 20
合計 7

合計 20
合計 14

合計 20
合計 16

合計 20
合計 9

10 20 30 40 50 60

修了者のべ人数（ 有明の丘）

修了者のべ人数（ 地域別）

修了者数（ 有明の丘のみ参加）

修了者数（ 有明の丘・ 地域別両方参加）

修了者数（ 地域別のみ参加）

（ 人）

広島県広島市

埼玉県草加市

神奈川県海老名市

東京都大田区

東京都葛飾区

神奈川県平塚市

埼玉県和光市

千葉県松戸市

神奈川県川崎市

東京都八王子市

千葉県千葉市

神奈川県藤沢市

東京都調布市

山口県山口市

埼玉県鴻巣市

埼玉県吉川市

東京都江戸川区

千葉県市川市

千葉県船橋市

東京都墨田区

神奈川県相模原市

神奈川県小田原市

神奈川県大和市

＜市町村＞ 過去４年間の修了者のべ人数 １位〜２０位

政令市 119.4万人

24.7万人

13.0万人

71.7万人

44.2万人

25.8万人

8.0万人

48.3万人

政令市 147.5万人

57.8万人

政令市 97.1万人

42.3万人

22.9万人

19.7万人

11.8万人

7.0万人

68.1万人

48.1万人

62.3万人

25.6万人

政令市 72.0万人

19.4万人

23.29万人

人口は平成27年国勢調査（総務省統計局）より
百の位を四捨五入して表示

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23
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＜市町村＞ 受講者ごとの有明の丘研修受講コース一覧 １位〜１０位
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：地域別も受講している者：OJT



7.0万人 16.埼玉県吉川市
修了者のべ人数　 有明の丘： 22人　 地域別： 0人

⑩総合監理 ⑩ ⑩ ⑩ ⑩ ⑩ 5

⑨人材育成 ⑨ ⑨ ⑨ 3

⑧対策立案 ⑧ 1

⑦指揮統制 ⑦ ⑦ 2

⑥復旧・復興 0

⑤被災者支援 ⑤ 1

④応急活動・資源管理 ④ ④ 2

③警報避難 ③ ③ ③ 3

②災害への備え ② ② 2

①防災基礎 ① ① ① 3

修了者通し番号 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 11

68.1万人 17.東京都江戸川区

修了者のべ人数　 有明の丘： 22人　 地域別： 0人

⑩総合監理 ⑩ 1

⑨人材育成 ⑨ ⑨ ⑨ 3

⑧対策立案 0

⑦指揮統制 0

⑥復旧・復興 0

⑤被災者支援 ⑤ ⑤ ⑤ ⑤ 4

④応急活動・資源管理 ④ ④ ④ ④ ④ 5

③警報避難 ③ ③ ③ 3

②災害への備え 0

①防災基礎 ① ① ① ① ① ① 6

修了者通し番号 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 19

48.1万人 18.千葉県市川市

修了者のべ人数　 有明の丘： 21人　 地域別： 0人

⑩総合監理 ⑩ 1

⑨人材育成 ⑨ ⑨ 2

⑧対策立案 ⑧ ⑧ 2

⑦指揮統制 ⑦ ⑦ 2

⑥復旧・復興 ⑥ ⑥ 2

⑤被災者支援 ⑤ ⑤ 2

④応急活動・資源管理 ④ 1

③警報避難 ③ ③ 2

②災害への備え ② ② ② 3

①防災基礎 ① ① ① ① 4

修了者通し番号 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 12

62.3万人 19.千葉県船橋市

修了者のべ人数　 有明の丘： 20人　 地域別： 0人

⑩総合監理 ⑩ ⑩ ⑩ ⑩ 4

⑨人材育成 ⑨ 1

⑧対策立案 ⑧ ⑧ ⑧ ⑧ 4

⑦指揮統制 ⑦ ⑦ 2

⑥復旧・復興 0

⑤被災者支援 ⑤ ⑤ 2

④応急活動・資源管理 ④ ④ 2

③警報避難 ③ ③ ③ 3

②災害への備え ② 1

①防災基礎 ① 1

修了者通し番号 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 10

25.6万人 20.東京都墨田区

修了者のべ人数　 有明の丘： 20人　 地域別： 0人

⑩総合監理 ⑩ 1

⑨人材育成 ⑨ 1

⑧対策立案 ⑧ ⑧ 2

⑦指揮統制 ⑦ 1

⑥復旧・復興 ⑥ ⑥ 2

⑤被災者支援 ⑤ 1

④応急活動・資源管理 0

③警報避難 ③ ③ 2

②災害への備え ② ② ② ② 4

①防災基礎 ① ① ① ① ① ① 6

修了者通し番号 1 2 3 4 5 6 7 7

政令市 97.1万人 11.千葉県千葉市
修了者のべ人数　 有明の丘： 27人　 地域別： 0人

⑩総合監理 0

⑨人材育成 ⑨ ⑨ ⑨ ⑨ ⑨ 5

⑧対策立案 ⑧ ⑧ 2

⑦指揮統制 0

⑥復旧・復興 ⑥ ⑥ 2

⑤被災者支援 ⑤ ⑤ ⑤ ⑤ 4

④応急活動・資源管理 ④ ④ ④ ④ ④ 5

③警報避難 ③ ③ ③ ③ 4

②災害への備え ② 1

①防災基礎 ① ① ① ① 4

修了者通し番号 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 16

42.3万人 12.神奈川県藤沢市

修了者のべ人数　 有明の丘： 25人　 地域別： 0人

⑩総合監理 ⑩ ⑩ 2

⑨人材育成 ⑨ 1

⑧対策立案 0

⑦指揮統制 0

⑥復旧・復興 ⑥ ⑥ 2

⑤被災者支援 ⑤ ⑤ ⑤ 3

④応急活動・資源管理 ④ ④ ④ ④ 4

③警報避難 ③ ③ ③ ③ ③ 5

②災害への備え ② ② ② 3

①防災基礎 ① ① ① ① ① 5

修了者通し番号 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 22

22.9万人 13.東京都調布市

修了者のべ人数　 有明の丘： 23人　 地域別： 0人

⑩総合監理 ⑩ ⑩ ⑩ 3

⑨人材育成 ⑨ ⑨ ⑨ 3

⑧対策立案 ⑧ ⑧ ⑧ ⑧ 4

⑦指揮統制 0

⑥復旧・復興 ⑥ 1

⑤被災者支援 ⑤ ⑤ ⑤ 3

④応急活動・資源管理 ④ ④ 2

③警報避難 ③ ③ ③ 3

②災害への備え ② ② 2

①防災基礎 ① ① 2

修了者通し番号 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 13

19.7万人 14.山口県山口市

修了者のべ人数　 有明の丘： 22人　 地域別： 1人

⑩総合監理 ⑩ ⑩ 2

⑨人材育成 ⑨ ⑨ 2

⑧対策立案 ⑧ ⑧ ⑧ 3

⑦指揮統制 ⑦ ⑦ ⑦ 3

⑥復旧・復興 ⑥ 1

⑤被災者支援 ⑤ ⑤ 2

④応急活動・資源管理 ④ ④ ④ 3

③警報避難 ③ ③ ③ 3

②災害への備え ② ② ② 3

①防災基礎 0

修了者通し番号 1 2 3 4 5 6 7 7

11.8万人 15.埼玉県鴻巣市

修了者のべ人数　 有明の丘： 22人　 地域別： 0人

⑩総合監理 ⑩ 1

⑨人材育成 ⑨ 1

⑧対策立案 ⑧ 1

⑦指揮統制 ⑦ 1

⑥復旧・復興 ⑥ 1

⑤被災者支援 ⑤ ⑤ ⑤ ⑤ 4

④応急活動・資源管理 ④ ④ ④ ④ 4

③警報避難 ③ ③ ③ ③ 4

②災害への備え ② ② ② 3

①防災基礎 ① ① 2

修了者通し番号 1 2 3 4 5 6 7 8 8

＜市町村＞ 受講者ごとの有明の丘研修受講コース一覧 １１位〜２０位
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：地域別も受講している者：OJT
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：地域別も受講している者：OJT
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